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令和６年度上尾市水道事業会計予算  

 

（総  則） 

第１条  令和６年度上尾市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

  （１）給 水 戸 数          １０４,０００戸 

  （２）年 間 総 給 水 量        ２１,０２１,０００㎥ 

  （３）一 日 平 均 給 水 量           ５７,５９２㎥ 

  （４）主要な建設改良事業 

          配水施設整備事業   事業費    ８５１,１２０千円 

浄水施設整備事業   事業費     ７８,９３６千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                      収               入 

  第１款   水道事業収益                  ４,４５５,０００千円 

    第１項   営業収益                    ４,１９２,４２５千円 

    第２項   営業外収益                     ２６２,５７５千円 

 

                      支               出 

  第１款   水道事業費用                  ４,４０２,０００千円 

    第１項   営業費用                    ４,２７４,３０８千円 

    第２項   営業外費用                     １２５,９８０千円 

 第３項   予 備 費                          １,７１２千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６９９，０００千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８２，４０５千円、減債積立金３，０００千円及び過年度分損益勘定留保資金６１３，

５９５千円で補填するものとする。）。 

収               入 

 第１款  資本的収入  ８１７,０００千円 

 第１項  企 業 債    ６０８,０００千円 

第２項  一般会計負担金    １５,０２７千円 

 第３項  分 担 金    １３８,７６５千円 

第４項  負 担 金      ５,２０８千円 

第５項  補 助 金    ５０,０００千円 

 支  出 

 第１款  資本的支出  １,５１６,０００千円 

 第１項  建設改良費    １,１３３,４４０千円 

 第２項  企業債償還金    ３７２,９１７千円 

第３項  予 備 費     ９,６４３千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

 単位:千円 

事 項 期 間 限 度 額 

ＪＲ土地使用料（宇都宮線） 令和 7 年度から令和 8 年度まで 121 

ＪＲ土地使用料（高崎線） 令和 7 年度から令和 8 年度まで 95 

北部浄水場配水ポンプ設備更新工事 令和 6 年度から令和 8 年度まで 165,880 

水道事業会計処理支援業務 令和 6 年度から令和 7 年度まで 1,912 
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（企業債） 

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

                                                       単位:千円 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利     率 償 還 の 方 法 

配水施設整備事業 608,000 

普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0％以内。 

ただし、利率見直し方式で借り

入れる資金について、利率の見直

しを行った後においては、当該見

直し後の利率。 

借入先の融通条件による。 

ただし、企業財政の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは

繰上償還し、又は低利に借換えするこ

とができる。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。    

  （１）営業費用及び営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

  （１）職員給与費                     ４２６,５７８千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 事業費に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、５６４千円である。 

（たな卸資産の購入限度額） 

第１０条  たな卸資産の購入限度額は、１００,０００千円と定める。 

 

    令和６年２月１６日提出 

上 尾 市 長            畠 山  稔 
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収益的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 水 道 事 業 収 益 ４,４５５,０００

1 営 業 収 益 ４,１９２,４２５

1 給 水 収 益 ３,７９８,２５５

2 そ の 他 営 業 収 益 ３９４,１７０

2 営 業 外 収 益 ２６２,５７５

1 受 取 利 息 ５６０

2 他 会 計 補 助 金 ５６４

3 長 期 前 受 金 戻 入 ２５３,７８６

4 雑 収 益 ７,６６５

支   出 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 水 道 事 業 費 用 ４,４０２,０００

1 営 業 費 用 ４,２７４,３０８

1 取 水 及 び 浄 水 費 １,６４４,２６６

2 配 水 及 び 給 水 費 ８９２,７８２

3 業 務 費 ３１６,２５２

4 総 係 費 １２０,５４１

5 減 価 償 却 費 １,０２９,１０９

6 資 産 減 耗 費 １２８,５４９

7 そ の 他 営 業 費 用 １４２,８０９

2 営 業 外 費 用 １２５,９８０

1 支 払 利 息 ６０,１２７

2 消費税及び地方消費税 ６４,８９１

3 雑 支 出 ９６２

3 予 備 費 １,７１２

1 予 備 費 １,７１２

令和６年度上尾市水道事業会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目
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資本的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 資 本 的 収 入 ８１７,０００

1 企 業 債 ６０８,０００

1 企 業 債 ６０８,０００

2 一 般 会 計 負 担 金 １５,０２７

1 一 般 会 計 負 担 金 １５,０２７

3 分 担 金 １３８,７６５

1 分 担 金 １３８,７６５

4 負 担 金 ５,２０８

1 工 事 負 担 金 ５,２０８

5 補 助 金 ５０,０００

1 県 支 出 金 ５０,０００

支   出 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 資 本 的 支 出 １,５１６,０００

1 建 設 改 良 費 １,１３３,４４０

1 配 水 施 設 整 備 費 ８５１,１２０

2 浄 水 施 設 整 備 費 ７８,９３６

3 委 託 料 １０１,８１３

4 事 務 費 ８６,７０６

5 営 業 設 備 費 ５,８３４

6 固 定 資 産 購 入 費 ９,０３１

2 企 業 債 償 還 金 ３７２,９１７

1 企 業 債 償 還 金 ３７２,９１７

3 予 備 費 ９,６４３

1 予 備 費 ９,６４３

　

款 項 目

款 項 目
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単位：千円

１ 業　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

当年度純利益 583

減価償却費 1,029,109

資産減耗費 29,097

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 2,755

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 1,258

長期前受金戻入額 △ 253,786

受取利息 △ 560

支払利息 60,127

未収金の増減額（△は増加） 265,997

未払金の増減額（△は減少） 226,236

小計 1,352,790

利息の受取額 560

利息の支払額 △ 60,127

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,293,223

２ 投　資　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,046,723

国庫補助金等による収入 180,885

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 15,027

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 850,811

令和６年度上尾市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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３ 財　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 608,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 372,917

財務活動によるキャッシュ・フロー 235,083

資金増加額（又は減少額） 677,495

資金期首残高 3,020,106

資金期末残高 3,697,601
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１ 総 括
単位：千円

( )内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員で外書き

単位：千円

ア　会計年度任用職員以外 単位：千円

( )内は、再任用短時間勤務職員で外書き
単位：千円

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　分

職 員 数 給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計特 別 職
（人）

一 般 職
（人）

報　　酬 給　　料 手    当 計

本 年 度 15
(10)

228 192,670 131,709 324,607 101,971 426,578
45

前 年 度 15
(11)

228 208,689 138,792 347,709 99,111 446,820
45

比 較 0
(1)

0 △ 16,019 △ 7,083 △ 23,102 2,860 △ 20,242
0

手当の内訳

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当
管理職員特別

勤務手当
管理職手当 期末勤勉手当 退職給付費

本　年　度 6,360 12,327 4,968 3,629 0 16,300 92 6,000 82,033 0

前　年　度 6,552 13,286 5,868 4,019 0 16,300 92 6,000 86,675 0

比　　　較 △ 192 △ 959 △ 900 △ 390 0

計

0 0 0 △ 4,642 0

182,460 129,148

給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計特 別 職
（人）

一 般 職
（人）

報　　酬 給　　料 手    当

311,836

区　　　　分

職 員 数

100,931 412,767
45

本 年 度 15
(1)

228

前 年 度 15
(2)

228 198,900 136,970 336,098 98,211 434,309
45

比 較 0
(-1)

0 △ 16,440 △ 7,822 △ 24,262 2,720 △ 21,542
0

手当の内訳

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当
管理職員特別

勤務手当
管理職手当 期末勤勉手当 退職給付費

本　年　度 6,360 11,712 4,968 3,408 0 16,300 92 6,000 80,308 0

前　年　度 6,552 12,696 5,868 3,756 0 16,300 92 6,000 85,706 0

比　　　較 △ 192 △ 984 △ 900 △ 348 0 0 0 0 △ 5,398 0
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イ　会計年度任用職員 単位：千円

( )内は、パートタイム会計年度任用職員で外書き
単位：千円

２　給料及び手当の増減額の明細
単位：千円

1．給与改定に伴う増減分  給与改定の状況

給料の改定率

給与改定実施時期

2．昇給に伴う増加分  平均昇給率2.16％

２号給 0 人

４号給 33 人

６号給 人
８号給 人

3．その他の増減分  職員数の異動状況

人 人 人

人 人 人

人 人 人

1．制度改正に伴う増減分  給与改定に伴う手当改正分

2．その他の増減分

区　　　　分
職 員 数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　計

報　　酬 給　　料 手    当 計

本 年 度
(9)

0 10,210 2,561 12,771 1,040 13,811
0

前 年 度
(9)

0 9,789 1,822 11,611 900 12,511
0

比 較
(0)

0 421 739 1,160 140 1,300
0

手当の内訳

区　　　分 地域手当 通勤手当 期末勤勉手当

本　年　度 615 221 1,725

前　年　度 590 263 969

比　　　較 25 △ 42 756

区　　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　　考

給　　料 △ 16,019 1,122

前年度
0.83%

令和6年1月

3,483
（号給数） （職員数）

号給別職員数

△ 20,624

現に在職
する職員数 その他 計

本年度 39 6 45

前年度 39 6 45

増　減 0 0 0

手    当 △ 7,083 1,562 1,562

△ 8,645
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３　給料及び手当の状況
(１) 職員１人当たり給与 単位：円

　

(２) 初任給 単位：円

(３) 級別職員数

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

( )内は、再任用短時間勤務職員で外書き
（級別の基準となる職務）

区　　　　　分 事務・技術職

令和6年1月1日現在

平均給料月額 330,084

平均給与月額 378,505

平均年齢(歳) 43.1

令和5年1月1日現在

平均給料月額 334,800

平均給与月額 386,116

平均年齢(歳) 43.1

区　　　　　分 事務・技術職
一 般 会 計 の 制 度

行　政　職 消　防　職

令和6年1月1日現在
高　校　卒 176,100 176,100 181,800

大　学　卒 202,400 202,400 208,000

令和5年1月1日現在
高　校　卒 164,100 164,100 169,800

大　学　卒 191,700 191,700 198,500

区　　　分
事 務 ・ 技 術 職

区　　　分
事 務 ・ 技 術 職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

令和6年1月1日現在

1　級

令和5年1月1日現在

1　級
3 7.7 3 7.7

2　級
1 100.0

2　級
2 100.0

16 41.0 15 38.5

3　級 3　級
11 28.2 10 25.6

4　級 4　級
3 7.7 3 7.7

5　級 5　級
5 12.8 7 17.9

6　級 6　級
0.0 0 0.0

7　級 7　級
1 2.6 1 2.6

計
1 100.0

計
2 100.0

39 100.0 39 100.0

区　　　　　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級 6　級 7　級

行　　政　　職
主　事

主　任 主　査 副主幹 課　長 次　長 部　長
技　師
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(４) 昇給

〔Ａ〕

〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕
〔Ａ〕
〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕

(５) 特殊勤務手当

(６) 期末手当・勤勉手当 単位：月分

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

( )内は、再任用職員及び再任用短時間勤務職員に係る支給率

区　　　　　分 合　計 事務・技術職

本
年
度

職 員 数 （人） 45 45

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 33 33

号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 0 0

4号給 （人） 33 33

6号給 （人） 0 0

号 給 数 別 内 訳

8号給 （人） 0 0

比 率 （％） 73.3 73.3
職 員 数 （人） 45 45
昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 34 34

2号給 （人） 0 0
4号給 （人） 34 34
6号給 （人） 0 0
8号給 （人） 0 0

比 率 （％） 75.6 75.6

区 分 全 職 種 事務・技術職

前
年
度

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.0 0.0

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 0.0 0.0

（令和6年1月1日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称 危険手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計
職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　考
6月 12月

本 年 度
1.175 1.175 2.350

有
2.250 2.250 4.500

前 年 度
1.150 1.150 2.300

有
2.200 2.200 4.400

一般会計の制度
1.175 1.175 2.350

有
2.250 2.250 4.500
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(７) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 単位：月分

(８) その他の手当

区　　      分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 備　　考

（2～45％加算）

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

その他の加算措置等

（2～45％加算）

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同

一般会計の制度
（支 給 率 等）

24.586875

通　勤　手　当 同

地　域　手　当 同

住　居　手　当 同
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単位：千円

期　　間 金　 　額 期　 　間 金　 　額 水道事業収益 損益勘定留保資金

水質検査・総合管理業務 21,131 － － 令和6年度 21,131 21,131

水質モニター保守点検業務 12,969 － － 令和6年度 12,969 12,969

次亜塩素酸ナトリウム購入 51,463 － － 令和6年度 51,463 51,463

定期管洗浄業務 11,275 － － 令和6年度 11,275 11,275

管洗浄業務（北部系） 44,385 － － 令和6年度 44,385 44,385

管路維持管理業務 42,339 － － 令和6年度 42,339 42,339

上水道漏水修繕待機及び下水道補修待機業務 75,460 － － 令和6年度 75,460 75,460

西部浄水場高圧受変電設備更新工事 171,710 － － 令和7年度 171,710 171,710

北部浄水場配水ポンプ設備更新工事 165,880 － － 令和8年度 165,880 165,880

集中監視制御システム更新事業
アドバイザリー業務

42,405 － － 令和7年度 42,405 42,405

ＪＲ土地使用料(宇都宮線) 121 － － 令和7～8年度 121 121

ＪＲ土地使用料(高崎線) 95 － － 令和7～8年度 95 95

北部浄水場配水ポンプ設備更新工事 165,880 － － 令和8年度 165,880 165,880

水道事業会計処理支援業務 1,912 － － 令和7年度 1,912 1,912

債務負担行為に関する調書

事　 　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払

義 務 発 生 ( 見 込 ) 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払

義 務 発 生 予 定 額
左　の　財　源　内　訳
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単位：千円  

1

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,746,085

ロ 建 物 1,584,340

減 価 償 却 累 計 額 △ 950,570 633,770

ハ 構 築 物 42,472,211

減 価 償 却 累 計 額 △ 20,090,016 22,382,195

ニ 機 械 及 び 装 置 7,651,009

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,180,694 2,470,315

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 105,233

減 価 償 却 累 計 額 △ 87,636 17,597

ヘ 建 設 仮 勘 定 151,676

有 形 固 定 資 産 合 計 27,401,638

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 1,553

無 形 固 定 資 産 合 計 1,553

（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 1,662

ロ 破 産 更 生 債 権 等 16,309

貸 倒 引 当 金 △ 16,309

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 1,662

固 定 資 産 合 計 27,404,853

令和６年度上尾市水道事業予定貸借対照表 （当年度分）

（令和７年３月３１日）

資    産    の    部

固  定  資  産
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２

（１） 現 金 預 金 3,697,601

（２） 未 収 金 154,826

貸 倒 引 当 金 △ 11,902 142,924

（３） 貯 蔵 品 24,953

流 動 資 産 合 計 3,865,478

資 産 合 計 31,270,331

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

3,118,149

企 業 債 合 計 3,118,149

（２） 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 315,474

引 当 金 合 計 315,474

固 定 負 債 合 計 3,433,623

４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

314,103

企 業 債 合 計 314,103

（２） 未 払 金 365,853

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 32,182

引 当 金 合 計 32,182

（４） そ の 他 流 動 負 債 35,000

流 動 負 債 合 計 747,138

流  動  資  産

負    債    の    部

固  定  負  債
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５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

イ 分 担 金 4,624,610

収 益 化 累 計 額 △ 1,878,559 2,746,051

ロ 負 担 金 2,919,216

収 益 化 累 計 額 △ 2,421,805 497,411

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 3,682,269

収 益 化 累 計 額 △ 1,601,709 2,080,560

ニ 一 般 会 計 負 担 金 758,121

収 益 化 累 計 額 △ 419,805 338,316

ホ 補 助 金 639,849

収 益 化 累 計 額 △ 195,083 444,766

繰 延 収 益 合 計 6,107,104

負 債 合 計 10,287,865

６ 19,581,193

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 分 担 金 231,035

ロ 負 担 金 289,658

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 375,998

ニ 一 般 会 計 負 担 金 151,293

ホ 補 助 金 2,000

資 本 剰 余 金 合 計 1,049,984

資    本    金

剰    余    金

資    本    の    部
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（２） 利 益 剰 余 金

イ 利 益 積 立 金 343,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 8,289

利 益 剰 余 金 合 計 351,289

剰 余 金 合 計 1,401,273

資 本 合 計 20,982,466

負 債 資 本 合 計 31,270,331
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１．重要な会計方針に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品は、先入先出法を採用している。

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法　定額法による。

　ただし、機械及び装置のうち、取替資産については取替法を採用している。

・主な耐用年数

　建物 １７年～５０年

　構築物 　８年～６０年

　機械及び装置 　６年～４０年

　工具、器具及び備品 　５年～１５年

（３）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

令和６年度上尾市水道事業注記（当年度分）

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末在職職員にかかる退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合
事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

－273－



（４）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 10,156 千円

１年超 20,849 千円

31,005 千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

該当事項なし
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単位：千円  

1

（１） 給 水 収 益 3,488,207

（２） そ の 他 営 業 収 益 296,219 3,784,426

２

（１） 取 水 及 び 浄 水 費 1,558,443

（２） 配 水 及 び 給 水 費 974,037

（３） 業 務 費 291,191

（４） 総 係 費 127,459

（５） 減 価 償 却 費 938,470

（６） 資 産 減 耗 費 26,900

（７） そ の 他 営 業 費 用 63,986 3,980,486

営 業 利 益 △ 196,060

３

（１） 受 取 利 息 1,463

（２） 他 会 計 補 助 金 592

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 257,291

（４） 雑 収 益 4,171 263,517

営   業   外   収   益

令和５年度上尾市水道事業予定損益計算書 （前年度分）

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

営    業    収    益

営    業    費    用
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４

（１） 支 払 利 息 63,017

（２） 雑 支 出 951 63,968 199,549

経 常 利 益 3,489

当 年 度 純 利 益 3,489

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金  4,217

その他の未処分利益剰余金変動額 1,620,000

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 1,627,706

営   業   外   費   用
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単位：千円  

1 固  定  資  産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,746,085

ロ 建 物 1,587,683

減 価 償 却 累 計 額 △ 925,910 661,773

ハ 構 築 物 41,579,258

減 価 償 却 累 計 額 △ 19,245,031 22,334,227

ニ 機 械 及 び 装 置 7,575,169

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,023,866 2,551,303

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 97,023

減 価 償 却 累 計 額 △ 85,001 12,022

ヘ 建 設 仮 勘 定 105,843

有 形 固 定 資 産 合 計 27,411,253

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 1,553

無 形 固 定 資 産 合 計 1,553

（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 1,662

ロ 破 産 更 生 債 権 等 16,737

貸 倒 引 当 金 △ 16,737

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 1,662

固 定 資 産 合 計 27,414,468

令和５年度上尾市水道事業予定貸借対照表 （前年度分）

（令和６年３月３１日）

資    産    の    部
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２ 流  動  資  産

（１） 現 金 預 金 3,020,106

（２） 未 収 金 420,395

貸 倒 引 当 金 △ 12,732 407,663

（３） 貯 蔵 品 25,953

（４） 前 払 金 0

仮 払 消 費 税 0

流 動 資 産 合 計 3,453,722

資 産 合 計 30,868,190

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

2,824,252

企 業 債 合 計 2,824,252

（２） 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 315,474

引 当 金 合 計 315,474

固 定 負 債 合 計 3,139,726

４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

372,917

企 業 債 合 計 372,917

（２） 未 払 金 139,617

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 34,069

引 当 金 合 計 34,069

（４） そ の 他 流 動 負 債 35,000

流 動 負 債 合 計 581,603

負    債    の    部

固  定  負  債
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５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

イ 分 担 金 4,499,760

収 益 化 累 計 額 △ 1,789,724 2,710,036

ロ 負 担 金 2,916,981

収 益 化 累 計 額 △ 2,378,392 538,589

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 3,686,869

収 益 化 累 計 額 △ 1,513,965 2,172,904

ニ 一 般 会 計 負 担 金 743,244

収 益 化 累 計 額 △ 405,871 337,373

ホ 補 助 金 589,859

収 益 化 累 計 額 △ 183,783 406,076

繰 延 収 益 合 計 6,164,978

負 債 合 計 9,886,307

６ 17,961,193

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 分 担 金 231,035

ロ 負 担 金 289,658

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 375,998

ニ 一 般 会 計 負 担 金 151,293

ホ 補 助 金 2,000

資 本 剰 余 金 合 計 1,049,984

（２） 利 益 剰 余 金

イ 利 益 積 立 金 343,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 1,627,706

利 益 剰 余 金 合 計 1,970,706

剰 余 金 合 計 3,020,690

資 本 合 計 20,981,883

負 債 資 本 合 計 30,868,190

資    本    金

剰    余    金

資    本    の    部
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１．重要な会計方針に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品は、先入先出法を採用している。

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法　定額法による。

　ただし、機械及び装置のうち、取替資産については取替法を採用している。

・主な耐用年数

　建物 １７年～５０年

　構築物 　８年～６０年

　機械及び装置 　６年～４０年

　工具、器具及び備品 　５年～１５年

②リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

（３）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

令和５年度上尾市水道事業注記（前年度分）

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末在職職員にかかる退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合
事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（４）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 10,156 千円

１年超 31,004 千円

41,160 千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

該当事項なし

該当事項なし
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一 般 会 計

特 別 会 計

令 和 ４ 年 度

上尾市 補正予算書

お よ び 予 算 説 明 書
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